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1．はじめに

　現在の日本経済には，解決すべき経済的問題が
山積している．バブル崩壊以降の長期にわたる低
成長時代をはじめ，年金問題，格差問題，東日本
大震災からの復興問題，エネルギー供給の転換問
題などがある．これらの問題は，日本という国土
に居住する人々に必ずしも等しく降りかかってい
る問題ではない．しかしながら，日本という 1国
の単位で対策を検討し，少しでも早く解決を急が
なければならない経済問題である．これらの問題
を即時に解決することは難しいだろうが，経済学
的知見を動員することにより，その解決の糸口を
探求し，解決に対する提案を行なうことは経済学
者に与えられた重要な課題の 1つであろう．
　また，2011年度には，日本が環太平洋戦略的
経済連携協定（TPP）に参加するメリット・デメ
リットについて盛んに議論が行なわれ，ジャーナ
リズムを賑わせたことは記憶に新しい．経済連携
協定（EPA）とは，貿易を単に自由化させるだけ
ではなく，幅広い経済活動の促進を目指す協定で
ある．例えば，人の移動，投資，政府調達，そし
て二国間協力などについて自由化と円滑化を図る
ことを旨としている．
　本稿の目的は，経済のグローバル化がどのよう
な経済的帰結をもたらすかを経済学的視点から検
討することにある．特に，非線型マクロ経済動学
の観点からグロバリゼーションの経済的影響を分

析してみたい．
　本稿は以下のように構成される．第 2章では，
貿易の利益を主張する比較優位の理論を解説す
る．第 3章では，結合振動子の理論を数値計算と
ともに提示する．第 3章の議論の応用として，第
4章では，Lorenzモデルを紹介し，第 5章では，
Saiki-Chian-Yoshidaモデルを紹介する．第 6章で
は，まとめを行なう．

2．比較優位の理論

　比較優位の理論とは，各国が他国に比して比較
優位にある産業に労働力を重点的に配置すること
によって効率的な生産を行ない，その結果として
産出された製品を貿易を通じて交換を行なうこと
により豊かな消費が実現できることを主張する理
論である．なお，この際に，特定の国が絶対優位
であるか否かは，この理論の成立に全く関係ない．
　例として，小麦と自動車のみが生産される経済
を考える．A国では，小麦生産ために必要な労働
係数が aw，自動車生産のために必要な労働係数
が acであるとする．また．B国では，小麦生産
ために必要な労働係数が bw，自動車生産のため
に必要な労働係数が bcであるとする．
　もし，aw / ac＜ bw / bcが成立するならば，A国
は，小麦生産に比較優位を持つと言われる．ここ
で，aw / acに着目しよう．これは小麦産業におけ
る労働係数と自動車産業における労働係数の比で
ある．これを機会費用の観点から見れば，小麦を
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追加的に 1単位生産するときに諦めなければなら
ない自動車の量である．つまり，aw / acは自動車
で測った小麦生産の機会費用である．
　例えば，ac＝40，aw＝20，bc＝5，bw＝10であ
るとしよう．自動車の生産単位は台数，小麦の生
産単位はトン，労働は人数で計測されるとする．
さらに，A国の総労働者数は 200人，B国の総労
働者数は 400人とする．初期時点では A国にお
いて，自動車産業に労働者 80人，小麦産業に労
働者 120人を投入し，自動車を 2台と小麦 6トン
を生産しているとする．また，初期時点において
B国では，自動車産業に労働者 200人，小麦産業
に労働者 200人を投入し，自動車を 40台と小麦
20トンを生産しているとする．
　次に，比較優位にしたがって，各国の労働配分
を変化させることを考える．例えば，A国におい
て，比較優位のある小麦産業に完全に特化し，小
麦産業に 200人すべての労働投入を行なうとす
る．このとき，A国において小麦生産は 10トン
となり，自動車生産はゼロ台となる．また，自動
車に比較優位のある B国においては，自動車産
業に労働者 220人，小麦産業に労働者 180人とい
う労働配分に変更し，自動車を 44台と小麦 18ト
ンを生産することにする．この状態で，A国は 3
トンの小麦を輸出し，3台の自動車の輸入をする
ことが可能であれば，A国と B国がともに初期
時点よりも多くの小麦と自動車を消費できるよう
になっている．これが比較優位の原理による貿易
の利益である．
　比較優位の理論は，単純な経済的枠組を用いて
明晰な結論を主張している．それ故に，国際貿易
の基礎理論としての地位を確立している．また，
比較優位の理論は，国と国の貿易の利益だけはな
く，人と人の分業の利益を説明することもでき
る．それ故に，比較優位の理論は，ミクロ経済学
においても中心的な位置を占めている．しかしな
がら，この理論は静学的分析であり，特化が生じ
る過程における労働移動の完全性が前提とされて
いる．また，労働の完全雇用も想定されており，

新古典派的性格が前提されていることに注意を十
分に払っておく必要があるだろう．

3．結合振動子の理論

　この章では，van der Pol方程式を用いた結合振
動子系について説明しよう 1）．まず，van der Pol方
程式について解説を行なう．van der Pol方程式は
電気回路における振動現象をモデル化したもので
ある．具体的には，

　　　　　ẍ－μ(1－x 2)ẋ + x = 0 （1）

と記述される．これについて新しい変数を導入す
ることによって，van der Pol方程式は

　　　　　　ẋ = y （2a）
　　　　　　 μẏ = (1－x 2)y －x （2b）

という形で表現することも可能である．
　この体系の定常点は（x＊，y＊）＝（0，0）で与
えられる．この定常点で評価された Jacobi行列は

　　　　　　　
μ

J = 0     1
－1

 （3）

となり，これに対応する特性方程式は

　　　　　　λ2－μλ＋1= 0 （4）

である．なお，Routh-Hurwitz条件を適用するこ
とにより，定常点の安定条件は μ＜0となる．
　さらに，van der Pol方程式に Hopf分岐の定理
が適用されるか否かを検討してみよう．ここで
は，分岐パラメーターを μと設定する．この場合，
特性根が明示的に計算することが可能であり

　　　　　　 μ μ=λ
2± －4

2
 （5）

と解を求めることができ，特性根は分岐パラメー
ターμに依存することが分かる．したがって，
　（1）μH＝0において，λ（μH）＝±iという 1組の
純虚数となる特性根が存在する．
　（2）また，特性根の実数部分について，
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　　　　　　μ
λd

d μ μ= H

= 1
2≠ 0 （6）

が成立することから，μH＝0の近傍において，
Hopf分岐の定理が適用できることが確認できた．
したがって，van der Pol方程式について，極限周
期軌道が存在することが証明されたことになる．
なお，Hopf分岐の定理は動学体系の局所的な性
質に限定された定理である．2次元微分方程式体
系における解の大域的な性質を明らかにするため
には，Poincaré-Bendixsonの定理を適用すること
が必要である．
　van der Pol方程式で，重要な役割を果たしてい
るのが，非線型項 μ（1－x2）である．この非線型
項の働きによって，van der Pol方程式では，極限
周期軌道が発生するのである．式（2b）において，
μ＝1.1と特定化して数値計算を実行した結果が，
図 1において提示されている．初期点から始ま
り，安定な極限周期軌道へと漸近的に収束する様
子が観察される．
　なお，ここで注意しなければならないことが 1

つある．van der Pol方程式は R2で定義された常
微分方程式体系であるから，微分方程式の解の挙
動としてカオス解が発生することはないというこ
とである．これは Poincaré-Bendixsonの定理を考
えることによっても明らかである．
　次に，van der Pol方程式を用いた結合振動子系
の動学について考察してみよう．

　ẋ 1 = y1 （7a）
　 μẏ1 = 1[1－(x 1) 2 ] y1－x 1 + d1(y2－y3) 3 （7b）
　ẋ 2 = y2 （7c）
　 μẏ2 = 2[1－(x 2) 2 ] y2－x 2 + d2(y3－y1) 3 （7d）
　ẋ 3 = y3 （7e）
　 μẏ3 = 3[1－(x 3) 2 ] y3－x 3 + d3(y1－y2) 3 （7f）

　この結合振動子系は，3つの van der Pol方程式
を di（yi＋1－yi＋2）3，（i＝1，2，3，y4＝y1，y5＝y2）
を導入することによってそれそれの振動子を結合
したものである．したがって，この結合振動子系
は R6で定義された常微分方程式体系である．
　この体系の定常点は（x1

＊，y1
＊，x2

＊，y2
＊，x3

＊，y3
＊）

＝（0，0，0，0，0，0）で与えられる．この定常
点で評価された Jacobi行列は

　　

μ

μ

μ

J =

0 1 0 0 0 0
－1 1 0 0 0 0

0 0 0 1 0 0
0 0 －1 2 0 0
0 0 0 0 0 1
0 0 0 0 －1 3

 （8）

と計算できる．これに対応する特性方程式は

 μ μ μ( 2－ 1λ+1) (λ2－ 2λ+1) (λ2－ 3λ+1) = 0λ  （9）

となる．なお，Routh-Hurwitz条件を適用するこ
とにより，定常状態の安定性条件は，μ1＜0，μ2

＜0，μ3＜0となる．
　さらに注意深く検討するならば，実は，Jacobi
行列は分離可能である．つまり，局所的性質とし
ては，（x1，y1），（x2，y2），（x3，y3）と独立した
常微分方程式体系が成立しているのである．この
理由は，結合因子が 3次関数となっていることに
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図 1．van der Pol 振動子による極限周期軌道
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より，定常状態の近傍では，振動子の運動はそれ
ぞれ独立したものになっているからである．
　この体系を大域的観点から解析的に検討するこ
とは非常に困難である．そこで，以下では，数値
計算によってその解軌道を検討した．その結果が
図 2において示されており，振動子の結合という
要因によってカオスが発生していることが観察で
きる．基本的には，結合前の極限周期軌道の名残
りが残存しつつも，結合因子によって生じる「摂
動」によって不規則に運動する軌道が出現してい
る．なお，今回の数値計算において，以下のよう
な数値を設定している．

μ μ μ1=1.1 , 2=1.2 , 3=0.9, d d
d

1=0.092 , 2=0.09 ,
3=0.032

x 1(0)=0.1, y1(0)=0.52, x2(0)=0.2, y1(0)=0.7,
x3(0)=0.1, y 3(0)=0.34

　結合振動子系は時間の流れの中で「個と全体」
の相互依存関係を分析するための動学方程式であ

る．経済システムは，「個」の行動や状態がネッ
トワークによって結びつけられ，全体としての現
象が創出されている．このような意味で，経済現
象を分析する上で，結合振動子系の研究は有効な
ツールとなることが十分に予想される．なお，結
合振動子系の生物学的な例として，ホタルの集団
発光やカエルの集団発声などがある．また，工学
的な事例として，ブランコの上に載せた複数のメ
トロノームのリズム現象や 2000年に開通したミ
レニアム・ブリッジ（テムズ川）における多数の
歩行者による共振現象がある．これらの現象につ
いても，理工学の分野で結合振動子系を用いるこ
とにより，精力的な研究が遂行されている．

4．Lorenz モデル

　IS-LM分析において持続的な景気循環が発生す
る可能性については Schinasi（1981，1982）によっ
て検討が行なわれ，景気循環が発生する条件につ
いて綿密な結果が提出されている．ただし，これ
らの論文は 2次元の常微分方程式体系における分
析に限定されているため，極限周期軌道の存在に
関する議論に留まっている．
　これに対して，Lorenz（1987）モデルは，GDP
と利子率で規定される IS-LMモデルを想定し，3国
から構成される世界経済の動学的性質を検討して
いる．Lorenzは各国が貿易を行なっていること
を想定し，貿易というネットワークで各国が結合
している経済モデルを構築している．具体的に
は，以下のような体系が検討されている．

 
Ẏi ( t ) =αi [I i (Yi ,r i )－S i (Yi ,r i )+EXi (Yj ,Y k )

－IMi (Yi )] ,αi> 0  （10a）

 ṙ i ( t ) =βi [L (Yi ,r i )－M i ] ,βi > 0, i = 1, 2, 3 （10b）

　ここで，Yiは i国の GDP水準，Iiは i国の投資
量，Siは i国の貯蓄量，EXiは i国の輸出量，IMi

は i国の輸入量である．また，riは i国の利子率，
Liは i国の貨幣需要量，Miは i国の貨幣供給量で
ある．さらに，αiは i国の財市場における調整速
度であり，βiは i国の貨幣市場における調整速度
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図 2．結合振動子系におけるカオス
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である．
　また，標準的なマクロ経済学で想定されるよう
に，i国の投資は自国の GDPの増加関数であり，
自国の利子率の減少関数である．i国の貯蓄は自
国の GDPと自国の利子率の増加関数である．i国
の輸出は他国の GDPの増加関数であり，i国の輸
入は自国の増加関数である．さらに，貨幣需要関
数について，GDPが増大すれば貨幣需要は増加
し，利子率が上昇すれば，貨幣需要は減少するこ
とを想定する．これは，流動性選好の理論による．
　この論文の中で，LorenzはNewhouse-Ruelle-Takens
の定理（1978）を参照することによって，ストレ
ンジ・アトラクターもしくはカオスの発生につい
て言及しているが，結合振動子系におけるカオス
の発生と本質的には同じことである．
　このモデルでは，貿易によって世界経済のネッ
トワークが構成されるならば，各国の景気循環が
増幅される可能性を指摘しているのである．
Lorenz（1987）では，財政政策や金融政策による
安定化政策が言及されていないが，このような観
点で，このモデルを拡充していくことも将来の課
題になるであろう．
　また，貿易を明示的に考慮した文献として，
Asada, Douskos and Markellos（2007，2008）がある．
この 2つの論文は，差分方程式で定式化された開
放経済モデルを構築し，カオス変動について数値
計算による分析を行なっている．

5．Saiki-Chian-Yoshida モデル

　この章では，Saiki, Chian and Yoshida（2011）で
分析されたモデルについて考察してみよう 2）．
SCYモデルは，1国だけを対象にした成長循環現
象を取り扱っている Goodwin（1967）モデルを 2
国モデルへと拡張したモデルである．基本となる
変数は i国の労働分配率 uiと i国の雇用率 viであ
り，それぞれ，

　　　　　　　ui =
wiL i
piYi

 （11）

　　　　　　　vi =
L i
Ni
, i =1 , 2 （12）

と定義される．ただし，piは物価，Yiは GDP，
wiは名目賃金率，Liは雇用量，そして，Niは労
働人口である．なお，労働人口の成長率は一定で
あるとする．つまり，

　　　　　　　　Ṅ i
N i
=βi （13）

を想定する．
　SCYモデルの最大の特徴は 2国間における貿
易を想定せず，各国への投資配分を決定するグ
ローバル企業を想定することによって結合因子を
導入していることにある．この点は図 3において
明らかにされている．
　具体的には，以下の投資関数が設定されてい
る．

　　 =1 , 2I i = hi (1－ui , uj－ui )Yi , i j, i≠  （14）

であり，uiは労働分配率である．なお，∂Ii / ∂（1
－ui）＞0，∂Ii / ∂（uj－ui）＞0を仮定する．前者を「絶
対的」利潤効果と呼び，i国での利潤分配率が高
まるならば，i国での投資が増大することを定式
化している．また，後者を「相対的」利潤効果と

グローバル企業

投資 投資

第２国第１国

図 3．結合因子としてのグローバル企業による投資
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呼び，i国での利潤が相対的に j国での利潤より
も高まるならば，i国での投資が増大することを
定式化している．相対的利潤効果について，（uj

－ui）＝（1－ui）－（1－uj）という関係が成立する
ことに注意すれば，∂Ii / ∂（uj－ui）＞0の意味が理
解しやすくなるだろう．
　賃金 wiの決定は雇用率 viと予想インフレ率 πi

e

によって決定される．

　　　　　　
ẇi
wi
= f i (vi ) +πe

i , f i > 0′  （15）

これは，Phillips曲線と呼ばれるものである．また，
予想インフレ率の決定は適応的予想を想定する．

　　　　　π πe
i > 0˙ e

i =θ θi
ṗi
pi
－ , i  （16）

そして，企業による価格決定式は

　　　　　 > 0
ṗi
pi
=γi

ẇi
wi
－αi ,γi � （17）

として定式化される．αiは労働生産性の上昇率
である．つまり，

　　　　　　　 α
˙(Yi i )

(Yi / N
/ N

i )
= i （18）

であり，αiは一定値である．
　さらに，財市場は不均衡であることを想定し，
数量調整の枠組みを導入する．

　　 > 0
Ẏi
Yi
=ε εi

Ci + I i + Gi－Yi
Yi

, i  （19）

　需要の構成要素として，企業の消費関数を

　　　　C K
i = ci (1－δi ) [(1－ui )Yi ] （20）

と想定する．ただし，δiは所得税率であり，ciは
限界消費性向である．また，労働者の消費関数を

　　　　　　 (1－δiC L
i = )uiYi� （21）

と想定する．さらに，政府の財政政策は

　　　　　 δiGi = Yi +μi (vi－vi )Yi*  （22）

と定式化され，μi＞0を想定する．つまり，政府
は反循環的政策を採用する．さらに，租税 Tiは
所得税を考える．

　　　　　　　　 δTi = iYi� （23）

　また，政府の予算制約は

　　　　　　Ḃ i = riB i + Gi －Ti （24）

で与えられる．Biは国債残高であり，riは利子率
である．なお，riは一定値であると想定する．
　ここで，式（11）と（12）を時間に関して微分
を行なうと，それぞれ，

　
　　　　　

u̇ i
ui
= ẇi

wi
－ ṗi

pi
－αi� （25）

　　　　　　v̇i
vi
= Ẏi

Yi
－αi －βi� （26）

を得る．
　以上に提示された，経済主体の投資行動・消費
行動，価格決定方程式，財市場における不均衡調
整方程式などを想定したうえで，SCYモデルの
動学方程式体系は以下のように集約されることに
なる．

u̇ i = (1－γi ) [ f i (vi ) +πe
i－αi ] ui （27a）

μ *
v̇i = {εi [hi (1－ui ,u j－ui )－(1－ci ) (1－δi ) (1－ui
+

)

i (1－ci ) (vi－vi )]－αi－βi } vi （27b）

π̇e
i =θ[γi ( f i (vi )+πe

i－αi )－πe
i ] , i , i j≠=1 , 2 �（27c）

　この動学体系は 6変数の常微分方程式体系であ
り，式（27b）における投資関数に結合因子を求
めることができる．ここでも，厳密な解析的分析
は不可能であるので，数値計算による分析を実行
する．なお，数値計算の際には，以下のパラー
メーターと関数形を特定化した．
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μ μ

α1 = α2 = 0.02 , β1 =β2 = 0.01 ,θ1 =θ2 = 0.8 ,
γ1 =γ2 = 0.5 ,

ε1 =ε2 = 0.1 , c 1= c 2 = 0.3 ,δ1 =δ2 = 2/7 ,
1 = 1.25 , 2 = 6

　Phillips曲線として，

　　　　 f i (vi ) = 0.1
1

1－vi
－4.8  （28）

を採用し，投資関数として

hi (1－ui , uj－ui ) = 1.5 (1－ui ) 5+1.1(uj－ui ) 3 （29）

を選択した．
　図 4は，u1－v1平面と u2－v2平面における位
相図を表示している．これらの位相図において，
カオス的変動を観察することができる．これらの
軌道は発散することもなく，また，定常状態に収
束することもなく，永続的に循環運動を継続する．

　また，図 5においては，第 1国と第 2国の雇用
率の時系列が表示されている．2国ともに，カオ
ス的景気循環が出現しているために，2国間にお
ける景気循環の波の相関性は単純ではない．
10000 ≤ t ≤ 16000では，第 1国と第 2国の景気循
環に関して，大まかな同時性が見られる．第 1国
が景気の山に到達し，その後やや遅れて，第 2国
が景気の山に到達するという傾向が見られる．こ
れに対して，16000 ≤ t ≤ 24000においては，第 1
国と第 2国の景気循環に関して，非対称性が観察
できる．第 1国が景気の山に到達しているときに
は，第 2国は景気の底に陥っているという傾向が
見られる．

6．結語

　経済のグローバル化が経済に良い影響をもたら
すか否かという問題は古くから議論されてきた．
現在，経済学における基礎的理論の中で最も重要
な理論の 1つとして，比較優位の理論をあげるこ
とができるだろう．リカードによる貿易の利益の
発見は，今日における自由貿易推進の正当化に関
して大きな原動力となってきた．
　本稿では，この比較優位の理論を完全に否定す
るものではないが，非線型マクロ経済動学の観点
から，経済のグローバル化の影響を評価すること
も試みた．各国の経済状況を振動子に見立て，貿
易や海外直接投資がネットワークの結合因子とな
るモデルを用いることによって，グローバル化に
よって各国の景気が複雑化・カオス化する可能性
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図 4．SCY モデルにおけるカオス的挙動

図 5．SCY モデルにおける時系列変動

v_
1：
太
線
，
V
_2
：
細
線

1

0.95

0.9

0.85

0.8

0.75

0.7

0.65

0.6
10000 12000 14000 16000 18000 20000 22000 24000



─ 120 ─

経済科学研究所　紀要　第 43号（2013）

を提示した．経済グローバル化によって生じうる
景気の不安定化は，政府による経済安定化政策の
適切な運用によって十分に克服できるものと考え
る．これらの点については将来の課題としたい．
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注
1） 振動論と結合振動子の一般的な解説書として，

Jackson（1992）がある．
2） ここでは，Saiki, Chian and Yoshida（2011）につい
て，経済学的側面に重点を置いて説明を行なう．
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